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原子力規制委員会と一般社団法人原子力安全推進協会(JANSI)との意見交換会 

議事録 

 

１．日時 

 平成２６年４月２２日（火）１７：００～１９：０２ 

 

２．場所 

 原子力規制庁１３階Ａ会議室 

 

３．出席者 

 原子力規制委員会 

  田中 俊一  委員長 

  更田 豊志  委員 

  大島 賢三  委員 

 原子力規制庁 

  池田 克彦  長官 

  佐藤 暁   原子力規制企画課長 

 一般社団法人原子力安全推進協会 

  松浦 祥次郎 代表 

  藤江 孝夫  理事長 

  成瀬 喜代士 理事 企画部長 

  長澤 敏樹  企画部 統括グループ グループリーダー 

  浜田 潤   プラント評価部 安全文化グループ グループリーダー 

  大西 宣幸  業務部 広報グループ グループリーダー 

 

４．配付資料 

  資料１ JANSIの活動と安全文化（JANSI資料） 

  資料２ 意見交換にあたっての視点 

 

５．議事録 
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○田中委員長 予定の時刻になりましたので、これから始めさせていただきたいと思いま

す。座って進めさせていただきます。 

 原子力委員会と一般社団法人原子力安全推進協会との意見交換会をこれから始めたいと

思います。 

 本日は、いわゆるJANSIのほうから、松浦代表と藤江理事長ほかにお越しいただいてお

ります。お忙しいところをどうもありがとうございます。 

 今回の開催のきっかけでございますけれども、まず、JANSIは、設立の理念において、

安全確保対策をより一層強化するため、事業者の意向に左右されることなく判断できる独

立性と、強力な牽引・牽制機能を有する組織として設立されたと聞いております。その意

味で、事業者による安全性向上に向けた取組については、私ども原子力規制委員会も、最

大の関心を持って取り組んでいるところでございます。 

 本日は、JANSIの具体的なそういった取組や考えについて、御説明いただき、その後に、

限られた時間ですけれども、率直な意見交換を行わせていただければと思いますので、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 それでは、まず初めに、JANSIの活動と安全文化について、御紹介いただき、その後で

私どものほうからJANSI、JANSIというのは、そもそもどういう組織であるか、どういう設

立理念を持っているのかとか、今後どういうふうな取組をなされるのかということについ

て、少し忌憚のない議論をさせていただければと思いますので、よろしくお願いします。 

○松浦代表（JANSI） かねてから、原子力規制委員会におかれましては、JANSIの活動に

ついて、御関心がおありであるという様子を、委員会の後の記者会見等の御発言で承知し

ておりました。また、その御発言の中では、JANSIという名前は聞こえてきても、中で一

体、何をしているのかよくわからないという、もどかしさも表現しておられるようにも伺

っておりました。そういうことでありますので、今日は、こういう意見交換会を持ってい

ただきまして、我々のやっていること、考え方を説明する機会を与えていただいたのは、

非常にありがたいと思っております。 

 本日は、あらかじめ御提出しておきました、我々がつくりました資料1に従って、まず

説明させていただきたいと思いますが、ここで資料2という「意見交換にあたっての視

点」というのを拝見いたしまして、大体順序は、この視点の順序のようにはまとめており

ませんけれども、内容につきましては、この視点の中に含まれているのをおよそカバーし

ていると思いますので、この資料に基づいて先に説明させていただきたいと思います。 
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 なお、この意見交換会で、後の意見交換の時間をなるべく有効に使うようにということ

で、あらかじめ説明の時間を10分ぐらいにというのを伺っておりますが、我々、この資料

をつくりますときに、およそ20分ぐらいの予定でつくりましたので、間をとりまして15分

ぐらいの説明ということで、やらせていただきたいと思います。 

 この資料で、まず、1ページ～2ページを御覧いただきますと、「はじめに」というとこ

ろで、JANSIがどういうふうにつくられたか、また、これからおよそどうするつもりかと

いうのをごく簡単に示しております。 

 JANSIというのは、これは以前にJANTIという日本原子力技術協会というのがあったんで

すが、それをベースにしておりますが、これは福島第一原子力発電所の事故を見まして、

その反省に立ちまして、原子力事業者が二度とこのような事故を起こしてはならないとい

う、そういうかなりかたい決意、総意に基づきまして、事業者からは独立した形で強力に

原子力安全を引っ張っていく、牽引していくという、そういう組織として平成24年11月15

日に発足したわけであります。 

 これはもちろん、原子力産業界の総意に基づいてでございますので、JANSIの活動のた

めのリソースは、原子力産業界から得られるわけでありますけれども、しかし、重要なこ

とは、そういう事業者自身のつくったものでありながら、その活動については、独立性を

担保するという、そういう形でスタートしたのが極めて大きな特徴であります。 

 これは、しかし、お手本としては、アメリカのINPOをお手本にしておりまして、これも、

アメリカのINPOは、アメリカの原子力産業界の出資のもとにできておりますが、独立性を

非常に高く持って、今、アメリカはNRC、原子力規制委員会とINPOのいわば二つがコンプ

リメンタリーに働くということで、アメリカの原子力産業の安全性を非常に高く維持して

いるという、そういう特徴がありますので、それを見本にしたわけでございます。 

 しかし、JANSIは、とてもINPOの今の状態とははるかに遅れておりまして、とにもかく

にも、まず、昨年から計算しまして5カ年以内に何とかINPOと、肩を並べるというのは厚

かましいんですが、その方向で確かに動いているなという実感が得られるところまで進め

たいと思っております。そういうことで、我々、今、活動を始めたというところでござい

ます。 

 3ページに参りまして、このJANSIのミッションとビジョンでございますが、ミッション

は、もうはっきりと、日本の原子力産業界における、世界最高水準の安全性を追求すると

いうこれを、たゆまぬエクセレンスを追求するという、この産業界の意思をどこまでも続
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かせるようにするというのがミッションだと考えております。そういうことでありますの

で、その仕事としては、ビジョンの中に書きましたように、原子力施設の安全性向上対策、

それが一つでありまして、それから、施設運営を継続的に評価すると。これを通じて、原

子力安全における基準となるエクセレンスを明確にして、かつ、事業者にそれを提示しま

して、それを事業者がどこまでも求めていくという、それを推し進めようとしておりまし

て、そのために自らもエクセレンスを求めるということにしております。 

 そこのところを4ページの運営の基本というところに大きく示させていただいておりま

すが、我々は、事業者のCEO、CEOというのは社長でありますけれども、社長と我々の組織

の間で協働の原則というのを結びまして、これは書き物としてセットしたわけであります、

決めたわけであります。そして、この中で、こういう原則のもとに運営をしていくという

ことでございまして、ここに五つの重要な要件が書いてあります。 

 一つは、先ほど申しましたように、独立性の堅持でありまして、これは、その活動もさ

ることながら、その人材、あるいは人事・予算等に関しましても、独立性を担保するとい

うことが約束されております。そして、評価の結果、出てきたものについて勧告するとか、

あるいは停止を勧告するとか、いろいろな権限について、我々がそれを行使することがで

きるという、それが担保されております。 

 また、我々の活動を進めようと思いますと、どうしても安全に関する情報をかなり事業

者と同じ程度に持たないとなりませんので、この安全に関する情報へアクセスするについ

ては、自由にアクセスできるということが保証されております。こういう考え方をCEOが

まずしっかりと持つということと、そして、CEOが安全を追求するという意識、それを

我々と共有しながら進めていくというのが大原則でありまして、このために、我々の活動

に関して、事業者も協力して積極的に進めるという、それがこの協働の原則の中に明文化

されているわけでございます。こういう考え方、進め方が、我々の活動の一番基本的なも

のになっております。 

 5ページへ進みまして、我々がしようとしております主な事業の内容でありますが、こ

れは、ここには単に、安全性向上対策の評価と提言・勧告及び支援という、こういうこと

をするということと、それから、原子力施設の評価と提言・勧告および支援ということで

ございますが、この下の文言はちょっと後に説明することにして、次に進ませていただき

ます。 

 ここで、今、申しました主要な活動の中身でありますが、これは2本柱、一つは、安全
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性向上対策の評価と提言・勧告、そして、それを進めるための支援、もう一つの柱が原子

力施設の評価と提言・勧告及び支援でありまして。この原子力施設というのは、施設その

ものの設計であるとか、構造であるとかでありますし、安全性向上対策というのは、これ

は実際にこの対策のもとに職員がどう動くか、そして、かつ、トップとしてもどのように

考え、どのようにコミットメントを進めるかということでありまして、そこに対していず

れも評価・提言・勧告・支援ということで、我々の活動を進めようとするわけでございま

す。 

 このそれぞれの柱に関しましては、安全システムにつきましては、深層防護の観点から

評価する。それから、個別的な安全対策がどうなされているかも評価する。それから、安

全評価書を体系化するという、これはこれから進めるものでありますけれども、これをい

わば最もベーシックなテキストブックとして体系化したいということと、将来の安全性向

上の方向性を見定めるということから、確率論的リスク評価の体制を整備していきたいと

いうのが、一つの柱です。 

 もう一つ、原子炉施設自身に関しましては、ピアレビューを実施する。それから支援活

動を強化する。発電所の総合評価をする。そして、それを動かしている安全文化を評価し

まして、それに対して向上の方法を提言するという、こういうことであります。 

 こういうことを両方を進めるための基盤的な活動としましては、事業者のトップから現

場までの安全文化の醸成とその堅持、そして、さらなる向上を図るということ、それから

情報の分析活動、民間規格の整備を支援する、そして人材を育成するという、そういうシ

ステムを進めるということであります。 

 次に、最も重要な柱の一つ、かつ、今日の意見交換のポイントであります、安全文化で

ありますが、これに関しまして、JANSIは七つの原則を挙げております。安全最優先の価

値観、トップのリーダーシップ、安全確保の仕組み、円滑なコミュニケーション、問いか

け・学ぶ姿勢、リスクの認識、そして、活気ある職場環境をつくり出す、こういうことで

ありまして、これに関して、その右側に書いてありますように、それぞれどういう意味か

ということを明確にして、この活動を進めようとしております。 

 安全文化に関しましては、これもともとがIAEA、国際原子力機関が安全文化、セイフテ

ィ・カルチャー(Safety Culture)という言葉をつくり出しまして、それでいろいろとその

後、その説明あるいはその評価の仕方、やり方等を文書で示しておりますが、IAEAはここ

に書きました五つの特徴を示しておりますが、これは1対1対応というわけではありません
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が、ほとんどJANSIの7原則と同じものであります。むしろこれは、JANSIとしてはIAEAの

五つの特徴をさらに我々の活動により実効性を高めるように、七つの原則に分割しまして

進めているわけでございます。 

 それから、その次の9ページへ参りまして、安全文化の7原則で我々がしようとしており

ますものが、それぞれ具体的に主要な活動の要素として一体何を見ていくかということが

あるわけでございまして、それを各原則ごとに主要素を決めて、そして、その中で具体的

にやるべきこと、向上すべきことの内容を示しているという、こういう構造になっており

ます。これを読み上げますと、とても時間が大変ですので、こういう構造で仕事をしてい

るということを、9ページ、10ページというふうに示しております。 

 これが我々の安全文化を向上させようとすることの内容としてセットしているものであ

りまして、これに基づいていろいろな活動をするということであります。 

 11ページへ参りまして、これも今日の視点の一つでありますが、それでは、福島第一原

子力発電所事故の一体重要な課題は何であったか、それから、どういう教訓を得たかとい

うことにつきまして、いろいろな報告書から引き出した気づき事項、キーワード、教訓を

まとめまして、このように引き出したわけでございまして、これを活動のベースにそれぞ

れ置いているわけでございます。 

 津波襲来後の事故を防ぎ、その影響を軽減する方策が不十分であった。設計基準を超え

る事象に対応するすべがなかった。津波リスクを見直す機会はあったが、対策の実施にま

で至らなかった。 

 このことから、キーワードとしては、真摯な議論を十分にしなかった。原子力安全への

認識が十分でなく、事業者責任への自覚が不足であった。過去の実績から、思い込み、過

信が起こり、そして、さらに必要だと思ったことをややためらった、先送りしたというこ

とでございます。こういうことから、これをカバーするために何が重要かという経験を得

たということになります。 

 今のことをもう少し明示しますと、12ページにありますように、安全文化の観点からの

教訓として、原子力安全の再確認、要するに原子力技術が非常に特有のリスクを持つもの

だということを認識するという、それが重要だということ。それから、原子力事業者とし

ての自覚を持って、それぞれ「原子力安全」が何かを再考して、どのレベルにおいてもそ

のことを十分に考えるということ。 

 13ページへ参りまして、事業者責任を再認識する。要するに、第一義的な安全の責任は
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事業者にあるということを再認識して、十分な自覚をしなければならない。さらに、その

潜在的なリスクに関して、これは確証やデータが得られていない場合でも、さらにその先

を見ないといけない。また、そういうふうにする職場雰囲気を醸成するということが重要

だということであります。そして、過去の事業者責任の自覚の不足をカバーして、十分な

自覚を持つようにしなければならないと。こういうことでありまして、この最も重要な点

は、原子力の潜在リスクの見直しと、問いかけ学ぶ姿勢を強化するということでありまし

て、このことが今回の事故については、最も欠けていたところではないかという強い反省

があるわけであります。 

 全体をまとめまして、15ページに、安全文化7原則を強化するポイントはどこかという

ことでまとめ直してみたものが、15ページでありまして、教訓としては、原子力安全の再

確認、事業者責任の再認識、そして、将来のためにリスクの見直し、問いかけ・学ぶ姿勢

を強化するということでありまして、JANSIの取組としては、この7原則を強化し、安全文

化を再構築するために、安全の最優先の価値観を置いて、そのもとにトップのリーダーシ

ップ、安全確保の仕組み、円滑なコミュニケーション、問いかけ・学ぶ姿勢、リスクの認

識、これをやるとともに、活気のある職場環境をつくって、これが十分に醸成され、さら

に向上されるように働くという、こういう仕組みで仕事を進めていくわけでございます。 

 このために、18ページにございますように、強化活動の事例として、どういうことをや

っているかということで、主要な項目とその細目、そして、強化活動の例を挙げておりま

すが、少し細かくなりますので、ここは省略します。 

 そしてもう一つは、発電所以外にもこの活動を進めておりまして、これは燃料を取り扱

う施設であるとか、あるいは機器メーカー・プラント、研究施設に対しても、このことを

進めておりまして、これに関して特定のテーマでレビューをしたり、安全キャラバンやセ

ミナーを開いたり、それから、安全文化アセスメントを行ったりということで活動を進め

ているわけでございます。 

 以上が、実は、細かいところは省きましたけれども、お手元のA3のペーパーがありまし

て、この中に極めて細かく我々の活動の細目が載っておりますが、これは今日の議論のた

めになるには少し細か過ぎますけれども、後ほど御参考にしていただければ結構だと思い

ます。 

 それで、最後、20ページでありますが、「まとめ」といたしまして、安全文化が醸成さ

れた状態というのは、一体どういう状態になればいいかということをまとめたものであり
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ますが、「原子力安全最優先との価値観を組織構成員全員が持ち、その価値観が組織の中

に共通認識として定着し、その共通認識に基づいて行動がなされるような状態」、これが

トップから現場までこういう認識が共通に広まり、そして定着する。その定着した状態の

上で行動がなされるということでございまして、一番下に書いてありますように、リーダ

ーシップとフォロワーシップがしっかり結びついて、その上で現場職員がしっかりとした

意識のもとで行動するということだと考えておりまして、そのように安全文化を進めるよ

うに我々は活動を進めているという、こういう考え方であります。 

 私が常々申しておりますのは、安全文化については、IAEAの定義がありますけれども、

それ以上に、実はそれぞれ個人個人が安全文化というのは一体どういうものかということ

を自分で考え、自分で認識して、それをベースに置きながらちゃんと仕事をするというこ

とであるというふうに言っております。 

 私自身がどう考えているかというのは、これは「安全文化」というよりも、むしろ「安

全動」と言ったほうがいいのではないか。どこまでも、これでいいんだということなしに、

どこまでも突き進めていくという、その心がけで進めるべきだと。そういう心映えといい

ますか、安全の価値の重要性を十分に認識した、そういう心映えが安全文化を体現する行

動につながるものだというふうに思っております。 

 とりあえず以上でJANSIの活動の考え方、それから、その活動の動く基本的なありよう、

そして、安全文化に対してどのように進めようとしているか、そのことの御説明とさせて

いただきます。ありがとうございました。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。時間を限ってしまいまして申し訳ありま

せんでした。 

 今、松浦さんは、今日は会長ということでよろしいんでしょうかね、理事長じゃなくて

会長で。 

○松浦代表（JANSI） 代表で。 

○田中委員長 代表ということで。 

 今、御紹介いただいたように、私どもにとっても非常に重要な御示唆をいただきました

ので、これをもとにまた議論を進めさせていただきたいと思いますが、ちょっと順序が遅

れましたけど、私どもの出席者の紹介から、まず始めさせていただきます。 

 自己紹介でお願いしますか。 

○更田委員 原子力規制委員会、更田です。 
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○大島委員 同じく大島でございます。 

○池田長官 規制庁長官の池田でございます。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。 

○松浦代表（JANSI） 失礼いたしました。私も先ほど名乗るのをすっ飛ばしたみたいで、

それは失礼しまして、あと、こちらも順番に自己紹介いたします。 

○藤江理事長（JANSI） 私は、理事長を務めております、藤江でございます。よろしく

お願いいたします。 

○成瀬理事（JANSI） 企画部長の成瀬でございます。よろしくお願いします。 

○田中委員長 後ろの方もどうぞ。 

○長澤氏（JANSI） 企画部の長澤でございます。 

○浜田氏（JANSI） 安全文化グループのグループリーダーをやっております、浜田と申

します。 

○大西氏（JANSI） 広報をやってございます大西でございます。どうぞよろしくお願い

します。 

○田中委員長 どうもありがとうございました。 

 お陰様で、あと1時間半ぐらい予定した時間がありますので、少し突っ込んだ意見交換

を率直にさせていただければと思います。 

 それで、まず私どもが、要するにJANSIに、先ほど代表からありましたように、INPOの

ような存在を目指すんだということを常々伺っていて、ぜひそうなってほしいということ

を心から願ってきております。正直言いまして、率直なことを申し上げますと、まだまだ、

先ほどもおっしゃっていましたけど、5年ぐらいかけてやるんだということですけれども、

なかなかそこの進展がよく見えていないというところがあって、今日は少しでもその方向

に向かって行っていただけることに貢献する一つのきっかけになれば、一番幸いかなと思

っていますので、ぜひよろしくお願いします。 

 今の説明にもあったんですけれども、私どもとしては、まず、JANSIというのは一体ど

ういう理念でつくられたのかということ、いろいろパンフレットとか、幾つか今までも私

自身は御報告を受けていて、ある程度はわかっているんですけれども、具体的にどういう

点で、JANSIの目指すところは何なのか、理念は何なのかというのを少し議論させていた

だければと思うんですが。 

 ここには三つほど書いてありますけど、先ほどもちょっとありましたけど、JANTIも多
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分INPOのような、ある種の役割を果たそうという意識はあったように私は理解していたん

ですが、それがなぜうまく機能できなくて、今回、JANSIという形になったかということ

について、もし御説明いただければ、ありがたいんですが。 

○松浦代表（JANSI） その点に関しましては、JANTIのときから組織のトップにおりまし

た藤江理事長が、JANTIとJANSIの移りがどうであったか、そして、いわば理念においても、

ミッションのイメージにおいても、どう変わったのかということを御説明するのがよろし

いかと思いますので、藤江理事長から説明いたします。 

○藤江理事長（JANSI） それでは、藤江のほうから御説明させていただきます。 

 まず、JANTIが目指したことと今回の、本質的には安全を高めるという意味では同じで

ございましたし、INPOを目指すことも共通であります。では、なぜ違った結果になったか

ということについて、御説明させていただきたいと思います。 

 先ほどのスライド4ページの絵をちょっと映しておいていただけますでしょうか。 

 まず、JANTI時代にどうだったかということを、実態をちょっと御説明させていただき

ます。例えば、独立性がどうだったかという実態を申し上げますと、取り決めというもの

がなかったんです。書いたものでの取り決めもなかったんです。したがいまして、解釈が

入って、一言で言いますと、基盤としては非常に弱い基盤でした、独立性という意味では。

それが一番左の上の「独立性の堅持」でございますが、それが非常に顕著でございまして。 

 それから、二つ目の左のほうに「強い権限」というのがございますけれども、これも非

常に弱かったわけでありまして、だんだん運用をしていくに従って、そういう強い権限を

持っていないことが、だんだん力の低下を招いたという事実がございます。 

 INPOのほうは、どういう具合にしてうまくいったかというのを勉強したわけなんですが、

それは右の「CEOとの意識の共有」という表現になっておりますが、INPOと事業者の意識

の共有、強力な意識の共有というものが権威のもとになっている。それが原動力になって

いたということで、我々はずっと勉強したわけなんですが、その点が欠け落ちているとい

う、それが二つ目ですね。 

 それから、「情報の共有化」も、こちらから申し込まないと自由にはアクセスできない

ようなやり方になっていまして、何か欲しいときは必ず断って、向こうが了承してくれな

いともらえないという状況でした。それが三つ目です。 

 それから、そのほかにもいろいろな、右下のところに「事業者の協力」という記述がご

ざいますが、これもやはり合意をしないと、あるテーマについて、どんどん進めて入り込
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みにいくことができないということになっていました。そういうものをつなぎ合わせてい

きまして、我々は何かをやるときに必ず相手の事業者と話し合いをして、そういう状況か

ら脱却しようという試みはしたんですが、なにぶん、実務部隊のマネジメントをやってい

る方ですから、早く言うと、あまりやりたくないことは先延ばしをしたがるし、あまり望

ましくないと思うことについては、どんどんやってくださいとは言わない。そういう状況

に左右される位置づけだったという、率直に告白しますと、そうです。 

 そういう状況で、今回この話は、要するに、福島はもちろん防ぐことができませんでし

たし、もしやるのであれば、今、私が申し上げましたような非常に重要な要素ですね、そ

れを基本的に変えて、強くして、なおかつ、明文化して約束して、お互いが理解をし合っ

て、それで、コミュニケーションをとってやらない限りは無理だという強烈な反省がござ

いました。 

 したがいまして、組織設計をいたしますときに、今これはでき上がった形が書かれてい

ますけれども、これのちょうど逆で、ほとんどのことはこうでなかったという具合に、全

く経営効果がなかったわけではないんです。その範囲の中ではいろいろやりましたし、決

して無駄ではなかったと思いますが、今回のように二度と福島は起こさないというような

強いミッションだとか役割を果たすためには、前のままではもう絶対にだめだということ

は、我々の経験からもう非常に明確に、我々は思っておりました。 

 したがいまして、一つずつ一つずつミッションを達成するための組織設計といいますか、

もちろん、事業者がこれをよく理解しない限り、絶対不可能な活動ですので、やったわけ

なんですが、ざっといいますとそういうことで、JANTIのときには果たし得なかったとい

う実態でございます。 

○田中委員長 ありがとうございます。もう自由にいろいろ。 

○更田委員 御説明の中にもありましたように、JANSIが自らをどう考えるかということ

は、これはとても重要なことだとは思いますけども、それよりもさらに、原子力産業界が

JANSIをどう扱うのか、いかに尊重するのかがポイントだろうと思います。その担保がき

ちんととられているのか。今、藤江理事長からの説明にもありましたけども、それがなか

なかはっきり見えない。 

 本当に原子力産業界はJANSIを尊重するのかどうか。これは、むしろJANSIに伺うという

よりは、産業界がきちんとそれを表明するべきだと思いますけれども、悪くすると、

JANSIというのは電力の理解促進活動の一つになってしまう。これが最も悪いケースです
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ね。本当の意味での安全性向上に対してJANSIがきちんと役割が果たせているのか、これ

は、このJANSIの今説明していただいた活動というのは、国民に見える形で行うものなの

か、それとも、あくまで産業界の内部の活動の一つとして行われるものなのか。 

 これは米国のINPOでも、INPOがその評判をとるまでに、今のように機能するまでに10年

近い期間がかかったと聞いています。ですから、これは徐々に信用を得る活動だろうと思

うんですけども、INPOと同じでよいはずはなくて、INPOというのは比較的公開性の低い組

織ですけれども、それだとなかなか本当に産業界がJANSIの厳しい意見を尊重しているの

かどうかというのが見えてこない。 

 ですので、二つのことを伺いたい。つながる二つのことなんですけども、本当に産業界

はJANSIを尊重する覚悟を持っているというふうに感じておられるか。それと、JANSIの活

動というのは、国民から見える形で進めていくのかどうか。この2点を伺いたいと思いま

す。 

○松浦代表（JANSI） 具体的にどういう評価をもって原子力発電事業者がJANSIを重んじ

ているか、また、原子力産業界が重要視しているかというのを述べ立てるのは簡単ではあ

りませんが、一つのありようとしては、つい最近、原子力産業会議がありました。その中

で、原子力産業界として、あるいは電気事業者として、今の状況にどう対応して、安全性

を向上させようとしていくかということについて、八木電事連会長が電気事業者を代表し

て話をされましたが、その中で、相当部分を、相当の時間的割合をとって、JANSIにどう

いう考え方をしているか、そして、どういうふうに重視しているか、どういうふうに付託

をしているかという、そういうことが示されたわけでありまして、これは一つの講演の話

でありますので、言っただけではないかという、そういう見方もあるかもわかりませんが、

非常に大勢の公開の場でああいう御説明を電事連の会長が代表としてされたというのは、

それなりに私は重要なことであると理解しております。 

 それから、もう一つ具体的な話から言いますと、これまでに、もちろん公表しているわ

けではありませんけれども、JANSIが問いかけて、それに対する対応を電気事業者がやっ

てという、そういう行動が幾つかあります。二、三、例を挙げますと、例えば、福島の事

故に対してどういうことを学んだかということを事業者に全部整理してもらって、提出し

てもらいまして、それに対して、それを全部横並びで整理して、それぞれの事業者におい

て、何が足りないか、どこがより努力すべきかということを書いて出してもらいまして、

それをしかも、全体の社長の会合、CEO会合と言っておりますけど、その中でちゃんと示
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して、それぞれの努力を奨励するという形をとりまして、ほとんどの事業者が、多分もう、

一つ遅れていたものがありましたけれども、今は例外がないという状況に進みつつあると

いうのが事実です。 

 それから、もう一つは、福島第二原子力発電所のほうは、非常に似たような状況になっ

たけれども、対応を適切にやって戻ってきたと。それに対して各事業者はどういうふうに

それを見るか、それに対して自分たちはどうしようとするかということについて、報告を

出してもらいまして、それもまた同じように整理して皆さんに返して、どこを今後、強化

すべきかということを示していると、そういうことをやっております。 

 それから、もう一つは、福島第一原子力発電所の事故でありますけど、これに関しまし

て、最初に東京電力が報告書を出しました後に、もう一度、自分たち自身が反省した形で、

かなり自己批判を厳しくして、昨年の3月末だったと思いますけど、報告書を出されまし

た。その報告書をテーマにして、CEO会議で3回にわたって勉強会といいますか、議論の会

をやりまして、まず東京電力から、その報告を自分たちがどういうふうに考えてつくった

かということ、それから今度は、それを聞いた各事業者が、それでは、自分のところの会

社にそれを当てはめて、自分たちとしてはどうしようとしているかと、そういうことを

CEO会議の席上で議論してもらったと、そういうことがあります。 

 それから、そのほかに、もう当然のことでありますけど、電力会社の各発電所について、

現場のピアレビューをやりまして、それに対する評価を与えていて、それに対して各電力

会社のCEOがCEO会議の席上で、こういう点について指摘を受けたのは非常に重要であった

と。 

 今後、その点はこういうふうに対応するという、そういうことを表明するという、こう

いうことが、今、徐々に進みつつありますので、私としてはこの状況を――そして実は、

そういう表明がされた後にピアレビューをさらにフォローアップとしてやりますので、そ

の場合には、それが嘘であったか、本当であったかが我々としてはわかりますので、もし

ちゃんと約束どおりできていなかったら、CEO会議の席上で皆さんの前で、こうこうこう

いうことであるから、ぜひそこは直してもらいたいというのを強く言うわけでありまして。

これは、ピアプレッシャーとして非常に大きくきくというふうに、INPOの例からも理解さ

れますので、そういう形で安全性の向上の活動をどんどんと強めていこうと、こんなふう

に考えておりますので。 

 今すぐに一体どうかというのは、なかなか見えないと思いますし、特に今は、どちらか
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といえば、全部の原子力発電所がとまった状態で、今、原子力規制委員会のほうで審査し

ながら、その安全性を最終的に決定されるという、そういう時期にありますので、なかな

か運転状態において事業者がどういうふうに安全向上に努めているかというのは、それは

まだ見えないですけれども、今後、通常の状況になったときには、それがだんだんはっき

りとしてくるようになるというふうに私は考えております。 

 個々の問題について、それでは、全部オープンにすることがいいかどうかというのは、

当然、聞かれるわけでありますけど、これに関しましては、実は、INPOの経験からして、

INPOは実はTMI事故の後でつくられまして、それからちゃんとした活動が成果を出すまで

には15年ぐらいはかかっているんですね。 

 その途中はなぜかといいますと、最初はINPOも公表を原則にしてやっていたんですが、

そうしますと、正直なところは、INPOがちゃんとした情報にアプローチできなくなってし

まったと。そのために、結局、成果が上がらなかった。INPOはその後、方策を変えまして、

もう個々の問題についてのオープンというようなことは一切しないというのを原則にしま

して、これで活動をやってきた。 

 しかし、そのかわり、NRCとINPOの間にはそれなりのMemorandum of Understandingとい

う、MOUというのを結びまして、それによって情報交換をきちんとやっているという。そ

れをベースにしながら活動を進めている。こういうところが、私はこの日本においても、

ぜひそういうスタイルをとっていきたいなと思っております。 

 どうしてJANSIは全部をオープンにしないかという、こういう御指摘に関しましては、

私は、これはJANSIの設立総会のときに同じ御質問をメディアの方から受けたわけであり

ますが、そのときに私が申し上げましたのは、今も変わりませんが、JANSIは、いわば事

業者の自主的な安全性向上の活動をするものでありまして、JANSIが責任を持つのは、事

業者の安全性向上に対して責任を持つものだと。本当に安全性が向上したかどうかという

ことについては、もし各事業者がそのことを認識していたら、事業者自身が公表されれば

よろしいことで、JANSIが公表する必要があるわけでもなく、また、そうすることは決し

てJANSIの活動に対してプラスになるわけではないと。 

 いわば、ちょっと変な、卑近なたとえで申し訳ないですけど、受験勉強をする高校生に、

家庭教師が、おまえの成績はこんなに悪いんだということを外に向かってわーわーと言い

立てるなんていうのは、生徒にとって何のプラスにもならないという、こういうのが卑近

な例として私は考えているところです。 
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 JANSIの活動は、必要な点、あるいは社会にとってこれは理解していただくほうがいい

ということはホームページに載せておりますし、また、JANSIの会合等でそれは表明いた

しますが、個々の問題については、原則公開しないという、そういうスタイルを今後も続

けることになると思います。 

○更田委員 INPOは見習うべき一つの例だとは思いますけども、今、置かれている状況が

全く異なりますので、今この国での事業者の自主安全を考える組織として、JANSIがINPO

と全く同じでいいというわけではないだろうと思います。 

○松浦代表（JANSI） それはそうです。 

○更田委員 そして、一方、おっしゃったとおりだとすると、JANSIは国民からの信頼を

求めようとはしないと。要するに、影の存在であって、JANSIの活動は国民から見えない

わけですから、国民に向かってJANSIはこういう役割を果たしています、こういう成果を

上げていますという発信をすることはむしろ求めずに、事業者の実質的な安全の向上に専

念されると、そういう組織であるという理解でよろしいですか。 

○松浦代表（JANSI） 私は、そういう組織でいいのではないかと思っております。もし

そのことによって効果がない、逆の効果になるということがはっきりしたら、それは当然、

我々は考え直さないといけないと思います。しかし、今のところはそういう形で進めるの

がより効果的であるというふうに考えておりまして、社会に対しての説明責任をJANSIが

本来的に持つ組織かどうかということになりますと、私は、社会に対して公開する責任を

必ずしも持つものではないというふうに考えております。 

○更田委員 どうもその辺りが、JANSIのホームページであるとか、それから、発行され

ているパンフレットとか、ホームページやパンフレットは、やはり社会に対してJANSIの

役割を訴えているように見えるわけですけれども、そうではなくて――というのは、訴え

る以上は、どういう役割を果たしているのかが見えなきゃいけないと思うんですが、その

果たしている役割を見えるようにするわけではないと。 

 国民に向けて自分たちの活動や役割を発信することではないということであると、ちょ

っとパンフレットやホームページから受ける印象との間に矛盾というか、ちょっと食い違

っているようなことを感じたので、伺いました。 

 そうであるとすると、先ほど松浦代表が言われたのは、規制当局との間に関して言うと、

MOU等を結ぶことによって、JANSIがどういう指摘をしていて、それに対して産業界が、た

だ、これは産業界のコンセントも必要なのかもしれないですけども、産業界がどういうふ
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うに反応しているかというような情報のやりとりはできるようになるとお考えですか。 

○松浦代表（JANSI） このNRCとINPOの間のMOUというのを、規制委員会のほうは入手し

て御覧になっているかどうか私は存じませんけれども、私自身がそれを読みました点では、

具体的な問題については、MOUの本文には何も書いていなくて、立場がどうか、そして、

それに関してお互いにどういうふうに相手を認識して、自分たちの活動をするか、そのこ

とが書いてあるだけでして、個々の幾つかの重要な問題については、全部アペンディック

スで個々に示されておりますので、そういうスタイルがいいのではないかと思います。 

 そして、しかも非常に重要だと思いますのは、お互いはお互いの立場がありますので、

その立場をお互いが侵さないようにすると。もしどうしても侵さないといけないような場

合、例えば我々の入手した情報で、公にはできないけれども、規制委員会がお持ちになっ

たほうがいいような情報を伝えたとしますと、それに対して、その情報は約束の上では規

制委員会は秘匿されないといけないわけでありますけれども、しかし、事の重要性から考

えて、それを秘匿するわけにはいかない、オープンにするという、そういう御決定をされ

た場合には、我々に無断でそれをやってしまわれると困るんですけれども、むしろあらか

じめこういう理由のもとに公表するよという通知を我々にいただいて、それから公表され

ると、こういうことはできないことはないということになっておりますので。 

 これはいろいろ経験を積み上げながら、適切なバランスをとって、いわば、お互いに相

互補完的に活動していくというのが、全体としての安全性向上には非常に役立つやり方で

はないかというふうに思っております。 

○田中委員長 今のことにも関係するんですけれども、確かに代表がおっしゃられたよう

に、JANSIがいろいろ説明責任を負うべきだというのは、いろいろな判断があろうかと思

うんですね。そういう点で、事業者がやっぱり社会に対して信頼性を確保するための発信

をすべきだというのは、全くそのとおりだと思うんですね。 

 ただ、2番目にありますけれども、先ほど、内部的にはいろいろ取り組んでおられるよ

うですけども、そういったことを具体的に事業者がどういう心構えで、今、次の段階に踏

み出そうとしているかということがなかなか見えてきていないというところが、やっぱり

少し大きな問題だと思うんですね。 

 私どもの適合性審査の中でのやりとりですと、どうしてもそこのところは本来の話がな

かなか出しにくいところもあると思いますけれども、その辺りについて、本当はきちっと

もっと積極的に各事業者に出していただくのが一番いいと思うし、そういうことが可能で
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あるかどうかわかりませんけれども、JANSIのほうからもそういう指導をぜひ強めていた

だければありがたいというか。 

 というのは、やはり今のこの事故の後、最も原子力界にとって大事なことは、社会の信

頼をどうやって回復するかということに尽きると思うんですが、これは私たちなりにいろ

いろ工夫はしていますけれども、やっぱり基本的には、先ほどの発表にもありましたよう

に、安全の第一義的責任は事業者にあるという、その大原則に立てば、やっぱり事業者が

もっともっと積極的にそのことを世の中に訴えるべきじゃないのかというのが私の印象な

んですが。 

○松浦代表（JANSI） 御指摘のところはもっともだと思います。ただ、我々、実は、正

直申しまして、規制委員会が事業者にどういう対応をしておられるかというのは、記事の

内容、規制委員会の文書と、それから新聞等の報告以外は知らないわけですので、それに

ついて、本当に電気事業者がどう対応しているかというのを、我々自身もそれに対してア

プローチするというのは、これは結構、その問題については難しいと思いますが。 

 しかし、我々の活動に対して各事業者のCEOがどういう態度で臨んできているかという

ことは、今までのJANTIとは全く違いまして、3カ月に1回ずつCEO会議をやるわけです。そ

のCEO会議に電力の社長が欠席することなく出席するというのは、かなり大変なことなん

ですけれども、この出席率は極めていいわけでありまして、むしろ欠席がほとんど今まで

数えるぐらいしかなかったと言えると思います。 

 それから、議論に関しても非常に熱心にしていただきますし、CEO自身がおっしゃるに

は、今まで事業者の中でこういう議論を、こういうお互いの場で、お互いが顔を合わせて

議論するというようなことはほとんどなかったと、こういうのはJANSIのCEO会議の非常に

特徴的なところだと、そういうことを漏らしておられますので、私はこれが続いてくれれ

ば、徐々に徐々に向上していくのではないかと思います。 

 もう一つは、JANTIのときは、安全性向上のためにいろいろな活動をしようとするわけ

ですね、ピアレビューをしようとしたり、セミナーをやったり、それから要するに、訓練

のための活動をやったりするんですが、非常に出席が悪かったんです。俺は忙しいからだ

めだとか、いろいろなことで。もちろん、それは本当にそうだったんだろうと思いますけ

ど。 

 それに対して、今、JANSIがやろうとしていることで、計画していることについては、

かなり積極的に各事業者は参画してくれていますので、これはぜひこの状況で続いていっ
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て、それが定着するということをぜひ、ちゃんとしたいと思っております。 

○更田委員 少し話が変わりますけれども、我が国の原子力産業界にとって、今、果たす

べき責任のかなり大きな部分を占めているのは、福島第一原子力発電所の安定化だと思う

んですね。今、再稼働について、随分盛んに話がありますけれども、一方で、福島の安定

化というのは非常に重要な問題であって、これは原子力産業界が自らの安全を考える上で

欠かせない話題だと思うんです。 

 これに対して、資料の中でも、原子力発電所以外の活動に対してもJANSIは、安全に関

わるものに関してはという御説明でしたけども、今の福島第一原子力発電所の置かれてい

る状況と、そこでの作業の進捗であるとか状態について、JANSIはどう捉えておられます

か。 

○松浦代表（JANSI） 福島の廃炉の問題とそれから――まず大原則として、実は、JANSI

はオンサイトとオフサイトの問題に分けたときに、オンサイトは自分たちの責任だと思い

ますけど、オフサイトは自分たちの責任の外だと思っておりまして、それは議論の外とし

ていただきたいと思います。 

 オンサイトの問題につきましては、JANSIも幾つかの点については、福島問題に関与し

ておりますけれども、全体としては、今、福島の回復といいますか、処置といいますか、

それをどういうふうに進めていくかにつきましては、経済産業大臣がヘッドのロードマッ

プですか、あれに従って進んでおりますので、そういう点からいうと具体的にJANSIが関

与する、関与できるところというのは、実はほとんどないわけです。 

 ただし、特定の問題について、例えば汚水問題がどうであるとか、それから、トリチウ

ムの問題がどうであるとか、そういうことにつきましては、JANSIの中でワーキンググル

ープをつくりながら、それに対してどういうふうに考えるべきかというふうなことを参画

しているところがありますが、この点については、理事長か成瀬さんのどちらか説明して

くれますか。 

○藤江理事長（JANSI） それ以外にも、毎月必ず窓口を決めまして、必ずサイトを訪問

しておりまして、向こうのリーダーと、実際を見せてもらって、こちらがサジェスチョン

ができることなどを毎月必ずやっております。 

○更田委員 伺ったのは、何をしておられるかではなくて、どう捉えておられるかという

ことを伺ったつもりでいます。福島第一原子力発電所における各作業に関しては、これは

極めて安全文化のレベル、安全意識等々と絡む問題であって、JANSIは盛んに安全文化に
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ついて触れられますけれども、今、東京電力における安全文化のあり方というのは、福島

の終結にとって極めて重要な問題です。 

 また、4月16日に電気新聞に松浦代表が書かれていましたけど、「監督の力」というの

を書かれていて。まさに福島の現場こそが監督の力が問われているところです。そういう

意味では、今の東京電力の姿勢であるとか、安全文化であるとかに関しては、JANSIの果

たす役割は非常に大きいと思いますけども、どう捉えておられますか。 

○藤江理事長（JANSI） 昨年、WANOがやはり、そういう安全文化等についてレビューを

することにしまして、そのレビューチームの中に我々も一緒に入ってやったという行為が

ございます。安全文化について、東京電力にしかるべき改善要求等も出されております。 

○更田委員 すみません。何をされているかではなくて、どう捉えておられるかを伺って

いるんですが。 

○田中委員長 結局、私がちょっと心配しているのは、1Fの廃止措置について、いろいろ

な状況があって、いろいろな人が、いろいろな力が加わって、いろいろな関与があって、

本当に廣瀬社長とも二度ほど来ていただいて、いろいろ話をしたんですが。本当に社長の

リーダーシップ、さっき代表からもありましたけれども、トップマネジメントというか、

リーダーシップがものすごく問われるところで、本当に社長自身がどこまでそれが発揮で

きるような状況になっているんだろかというのは、若干疑問を感じたところがあるんです

ね。 

 今日も国会に私、呼ばれていろいろ言われたんですが、どうしても政治的な力とか、ま

あお金のこともあるんですけれども、そういったいろいろな力が加わって、きちっとした

方向に進めないでいるようなところがあるので、やっぱりそこは事業者全体、JANSIを中

心にして、もう少しきちっとあるべき姿というのをやっていかないと、結局、水問題一つ

とってみても、今やっていることがサステイナブルだとは私には全然思えないんですね。 

 そういうことでは、あそこの状況を打開していく、改善していくというところに、なか

なか先々が見えてこないという気がしますので、その辺りについて、更田さんの話も多分

そういうところも関係しているんだと思うんですが、ちょっとそういうことで、お願いも

含めて少し御質問をさせていただいているということなんです。 

○松浦代表（JANSI） 確かに福島第一の問題については、我々のときは、汚染水の問題

が起こり始めたときなんですが、一度、CEO会議の中で、他の電力事業者がどういうサポ

ート体制をとればいいかということで議論をしていただいたことがあります。その議論に
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基づいて、サポートするという意見の一致はあったんですが、その後、事情がどんどん変

わっていくわけですね。それに対して十分な対応ができているかというと、残念ながら、

できているとは私にも思えません。 

 しかし一方、JANSIが第一の問題に十分取り組めるかどうかといいますと、これは、正

直なところ、JANSIの今の力では、とても全体を動かすようなことができるわけがない。

むしろこれは、そんなことをすればJANSIが分解してしまうといいますか、そういう状況

だと私は認識しております。 

 したがって、自分の力が及ばぬことに手を出すということは、かえって安全上はマイナ

スだと思いますので、そこは今のところはJANSIとしては、自分のできる範囲のことでい

ろいろ知恵を出したり、頼まれたことについて対応するという、それにとどめているとい

うのが実態であります。 

○大島委員 それでは、少し原子力安全文化の問題に戻って、二、三、指摘をさせていた

だきたいと思います。 

 まず、こういう意見交換の場を持ったこと、規制委員会との間に、これは、私は大変に

重要なことだと思います。というのは、安全文化の醸成を図るということは、規制側にと

っても大きな課題ですし、それから被規制者、事業者のサイドにおいても非常に重要な問

題で、向かうべき目標というのは、これは共通している。ただ、規制側とそれから事業者

側ではアプローチが違い得るということはあると思うんですけども、共通目標をどういう

ふうに達成していくかということは、一緒に考えなきゃいけないと。そういう意味で、対

話だとかコミュニケーションというのが極めて大事だと思います。 

 その観点から、いただいた資料、これは参考資料のほうで、さっきあれがありませんで

したが、ページでいうと24ページ、参考の3ということで、JANSIと関係機関との連携、こ

れがちょっと書かれておりますね。協力覚書をつくったり、協力協定をつくったり、情報

交換したりということなんですが。左側に原子力規制委員会とあって、ぽつぽつというと

ころになっていて、まだその辺の関係に整理がついていないということで、これは先ほど

あった覚書をつくるのかどうか、それから、つくるとしたらどういう内容のものにするか

ということで、一つの課題がここにあるというふうには思います。 

 私自身は、何らかの覚書なり、アグリーメントなり、了解事項なりをつくって、それに

基づいてきちんと対話、コミュニケーションを図り、それぞれ規制側と被規制側では立場

の違いはあるにしても、共通の目標に向かってどういうことをやるかということについて、
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きちんと意思を疎通しながらやっていくということでないと、なかなかこの安全文化なる

ものについての取組というのは、うまくいかないんじゃないかなというふうに思います。

これが私の第1点です。 

 それから、2番目に申し上げたいことは、先ほど委員長からもちょっと話がありました

けれども、JANSIがいろいろなものですね、原子力産業界の総意に基づいてできた、そう

いう組織として、安全向上のために多面的なことをやろうとしている、あるいは既に着手

しているというお話がありました。これはこれで大変必要なことですけれども、なかなか

ちょっと見えてこない部分があるというふうに私も感じます。 

 福島第一原発事故という大変な大事故があった。その背景には、安全神話なるようなも

のも遠因といいますか、間接要因としてあったと指摘されていますし、人災であったとい

うようなことですね。そこからそれを決別して、新しい安全文化をこれからつくらなきゃ

いけないと。これは東京電力1社の問題ではなくて、日本の原子力事業者全般に関わる問

題として捉えるべきものだと思うんですね。そういうものを取りまとめというんですか、

総括しながら、原子力安全を前進させるということをJANSIという組織が担ってやってお

られるわけですが、ちょっと見えてこない。 

 この資料にあります安全7原則とかいろいろ書かれていて、これ自身は私も拝見して、7

原則の中身がこれで十分か、不十分かということについては、特に強い意見はありません。

書いてみると、多分こういうことになるんだろうと思いますし、既にIAEA、あるいは

INSAGが出したいろいろな原則にも載っているし、それからアメリカのNRC、あるいはINPO

がそれぞれ考え方を出しておりますけれども、大なり小なりそれに沿っているわけで、内

容自身が十分だとか、不十分だとか、いやここが欠けているとか、こういうことをもっと

書いたほうがいいということよりも、これを事業者が本当にコミットしてやろうとしてい

るかどうかということがあまり伝わってこないと。共通のビジョンというんですかね、コ

ミットメントといいますか、そういうものがちょっと伝わってこないと。 

 先ほどCEOの会議を開いてやっているとおっしゃった。これはこれで大変重要なことで、

結構だろうと思うんですけれども、やはり国民の失われた信頼を回復するという見地から

すると、何かがやはり見えてこないと、我々を信用してくれといっても、なかなかそうは

いかないんだろうと思うんですよね。 

 そういう意味で、何らかの形で、こういった安全文化を向上させるという目的に沿った

見える化の部分というのがあっていいんじゃないかなというふうに、これは私の全く個人
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の意見ですけれども、思います。 

 それはいろいろなやり方があると思いますけれども、一つは、例えば、各電力事業者の

トップがそろって、共通ビジョンというか、あるいは原子力安全のチャーターというか、

あるいは制約というか、名称は別としてきちっとした、電力事業者がそろって、これとこ

れとこれをきちっとやるということを世の中に対して示すと。それをJANSIのような組織

が仲介するなり、あっせんされるなりして、まとめると。 

 その過程で、当事者だけで何となくこそこそとつくったものじゃなくて、やはり相当な

議論をそのプロセスにおいて入れるということも多分、必要だろうと思うんですよね。こ

の点は、御存じのとおりアメリカのNRCとINPOが、NRCの場合には「Final Nuclear safety 

policy statement」というのを出していますし、INPOはINPOで去年、厚い文書を出してい

ますよね。 

 これを見ますと、NRCにしても、INPOにしても、相当時間をかけて、ワークショップを

開いたり、アウトリーチ活動をやったり、パブリックコメントを求めたりして、やってい

ると。だから、やっぱりそれだけの議論があるから、国民の間にそれが浸透して、理解が

進むわけだろうと思うんですよね。アメリカといつも日本が同じようなことをやらなきゃ

いけないという理由はないかもしれませんけど、しかし、相当やっぱり議論の過程という

のは必要だろうと思うんです。 

 ですから、そういうことも踏まえて、事業者の特にトップがきちっとコミットした、そ

ういうビジョンのようなものを出すと。イギリスもそれをやって、これは規制当局のトッ

プと、それから事業者のトップがプロトコルということで署名しています。いろいろなや

り方があるとは思うんですけれども、やはり最小限、そういうものが必要ではないかなと

いうふうに思います。これが第2点です。 

 それから第3点、これは規制側にも関係するんですけども、私が見るところ、原子力の

安全を担保して、きちっとやっていかなきゃいけない規制庁、規制委員会が、原子力安全

文化の醸成について、どう考えるかということについては、やはり我々自身も考え方を整

理して、明らかにしていく必要があると思うんですね。まさに、アメリカのNRCは相当時

間をかけて議論して、そういうものを出しているわけで、そのぐらいの時間をかける余裕

はないかもしれませんけど、やはりきちっと規制側の安全文化に対する考え方をもうちょ

っとはっきりさせる。 

 現状は保安規定の中に埋め込んでやっているわけですが、誰もほとんど知らないわけで
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すね。ごくごく限られた人しか、この原子力安全文化なるものが日本のシステムにおいて

どういうふうに担保されて、どういうふうに実行されているか。本当に部内の一部の人し

か理解されていないわけですけれども、やはりこれでは国民の信頼を回復するという大き

な目的を達成するための手法としてはやはり足りないので、これは我々もやらなきゃいけ

ない課題、宿題を抱えていると思います。 

 それから、規制庁の中でも、一体、安全文化の責任者は誰なんだと。課長なり、部長な

りのレベルで、それもまだはっきりしていないので、これもやはりきちっと我々は、この

安全文化については、規制サイドとしての取組をきちっとやっていく。と同時に、事業者

サイドにおいても、相当のことを期待するということで、息を合わせながら、立場は少し

ずつ違うけれども、共通の目標に向かって安全文化をつくっていくと。そういう努力の総

体が外にわかる。それによって、少しでも信頼回復ということに近づけるんじゃないかな

というふうに思います。 

 以上、私の全く個人的な意見ですけれども、せっかくの機会でございますので、申し上

げておきたいと思います。 

○松浦代表（JANSI） これは御意見でありますので、一々お答えするのが適切かどうか

知りませんけど、今、御指摘の3番目の安全文化の醸成を一体どうするのか、どう安全文

化を捉えてやっていけば、確かな安全文化の向上というのがあるのかというのは、これは

我々JANSIにとっても猛烈に重要な、一番重要なところだと思っております。 

 特に、私は、安全文化というのは、すぐれて精神的な要素の多いところだと思うんです

ね。機械的なところでどうのこうのというのではなくて、むしろ精神的にといいますか、

いわば信念として安全というのを、どう価値あるものと認識して、それに対してどう行動

するか、どう考えるか、それが非常に重要なところだと思うんです。 

 したがいまして、そういう点からいうと、まさに事業者が自分でそれをちゃんとやると

いう、そういう点からいうと、JANSIのようにセルフレギュレーションの立場をとるとい

う機関にとりまして、一番重要なところだと思いますので。それは我々も十分認識してお

りまして、そのための活動は過去からかなり、これはJANTIの時代からかなりやっている

わけです。 

 そのためのピアレビュー、あるいはいろいろな教育の仕組みを考えてやるとか、随分継

続しているんですが、出てきた答えを見ますと、どちらかというと、何か事情があったと

きに、安全文化的な要因が崩れるということが多いということのほうが多いですね。です
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から、それは、いかにそういう要因をちゃんと抜き出して、そういう状況をつくらないか

ということを非常にしっかりやらないといけないというのが、私のかなり強い印象であり

ます。 

 非常に残念なことですけれども、今のように、これはもう誰の責任とも言えないんです

けれども、非常に長くとまった状態にありますと、明らかに、ピアレビューをしますと安

全文化的要因がマイナス方向に行くというのは、かなりはっきりと見えてきます。そうい

う点で、事業者が最高度の努力を払って、正常に動くような状態にするというのは、これ

は安全文化がしっかりしないと、ちゃんと動かすことは難しいという一面があると同時に、

ちゃんと動くようにならないと安全文化も高まらないという、非常に難しい状況にありま

すので、この点は我々も非常に深く認識しているところであります。 

 それは1番目の新しい安全文化を創造するという、そして、しかも、それを見えるよう

にするのにどうするか、そういう効果が本当に見えるようにするのをどうするかというこ

とと、ほとんど同じプロセスとして対応することになるのではないかというふうに思いま

すが。 

 この点はやはり、今までもやっているんですが、事業者と我々の会合の中で、CEOにそ

ういうふうに安全文化の向上にトップコミットメントを最高度に使うということと、その

効果が社会に見えることが社会の信頼性を高めるのに重要だということを、もう一度さら

に認識してもらう必要があると思いますので、そういう点で、今の御指摘を我々の活動の

中にぜひより強く入れていきたいと思います。 

○田中委員長 今のことにもう少し具体的に申し上げますと、先ほどのあれですが、福島

の事故で何を学んだか。まさにレッスン・アンド・ラーンになるわけですけども。それに

対して事業者自身はどういうふうに取り組んでいるかというところが全然発信されていな

いんですね。どちらかというと、少し厳しくなっている規制に対して対応するところで、

かなりあっぷあっぷしているという印象なんです。 

 本来、規制というのは、これは代表に言うのはもう釈迦に説法みたいなあれなのですが、

規制はやっぱりミニマム性能要求でありまして、その心を踏まえて事業者が自らどう取り

組むかというところが一番問われているわけですけれども、そのときに福島の事故を踏ま

えて、どういうふうに自分たちは考えるんだという、そこのところの発信がないんですね。

これはJANSIに求めるというよりは、本来はやはり各事業者がもっと、CEO、社長が自らそ

ういうことを発信すべきだと私は思うんですが、その辺りは、もしお答えができるようだ
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ったら、ちょっとどんな状況なのか、気持ちはあってもなかなかできないのか、なかなか

そこへ行っていないのか、その辺りはどういう状況なんでしょうか。 

○松浦代表（JANSI） これはむしろJANSIの代表というより、私の個人的な感覚でありま

すけど、正直言いまして今のところは、今、委員長自身から御指摘がありましたように、

もう規制要求に応ずるのに精一杯だというのが現実だと思います。本当のところは、その

規制要求を満たした上で、さらに安全性向上に対してやるべきことをやるというのが本来

の姿なんですけど、今のところは、そこまでもなかなか行っていないというのが実態では

ないかと思います。 

 しかしながら、一方、福島事故を見て、どう各CEOが考えたかということにつきまして

は、先ほどちょっと紹介しました、東京電力の社長の反省を含めた説明に対して、そのう

ちの議論の中で、各CEOがかなり真剣にいろいろな意見を出しておられましたので、これ

はそれぞれがかなり認識して、かつ、考えておられると私は思っております。そういう点、

成瀬理事が私よりもさらに電力の事情等はよく知っておりますので、意見を出してもらっ

たらどうかと思います。 

○成瀬理事（JANSI） 成瀬でございます。 

 電力の代表ではございませんので、どれだけ御説明できるかわかりませんですけれども、

例えば、この資料の38ページを見ていただきたいんですけれども。これは福島事故のとき

のいろいろな報告書が出ました。全部で、私の知っている限り、25ぐらい出たかと思いま

すけれども、その中でもよくまとめられているものを10冊の報告書から教訓を抽出する作

業というものをやったわけでございます。 

 ここに書いてございますけれども、350の教訓を抜き出して、50に集約をして、7課題に

整理をして、我々としてはここまででいいと。ここまでで整理をして、中身を見ますと、

各発電所で比較をしますと疎密はありました。でも、これ以降は、ピアレビューだとか、

特定レビューだとか、そういう活動の中でこれは確認していけるなというレベルのところ

で、我々としては、報告書としてはこれでいいかと。実はこれ、報告書は公開されていま

すけども、こうしたんですけれども、これは原子力担当副社長の会議、CNO会議というの

があるんですけども、その会議で報告したところ、CNOから、もうとにかくもうちょっと

ピアプレッシャーをかけてほしいと。これじゃなくて、もう少し踏み込んでもらえないか

ということを言われまして、我々は、この7課題に整理をしたところから、さらに重要な5

課題から、その中でも重要な23項目の教訓について、各発電所がどうしているのかという
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ことを再度調査いたしております。 

 その中で、実際にそこでピアプレッシャーが働いたんだと思いますけれども、ほとんど

の会社がこれを実施する、ないしは計画をしているということを彼らは報告してきており

ますので決して――ただ、私もわからないのは、そういうことをもう少し事業者自ら言っ

てもいいんじゃないかと思うんですけども、それだけやっているわけですから、やっても

いいんじゃないかと思うんですけれども、なぜかはちょっと、そこはいろいろ代表がおっ

しゃられたように、忙しいとかいろいろあって、そこまで気が回らないということかもし

れませんが、少なくとも我々のやったこと、要請に対しては、プラスアルファで、今、事

業者は応えてくれております。そういう状況だということをちょっとつけ加えさせていた

だきます。 

○田中委員長 せっかくそういうことをやっているのだったら、やっぱり自分たちはこう

取り組んでいるということを、できるだけ世間に向かって言うべきだと思うんですね。そ

のことがやっぱり、世間に対する信頼だけじゃなくて、自分に対する約束にもなるわけな

んですね。だから、その辺りがまだ日本的で古い体質を引きずっているなという感じがす

るんです。 

 公開しないというのは、やっても、やらなくても、どこかで逃げ道ができちゃうという

ところがありますので、私たちは全部フルオープンになっているから、そういう意味では

逃げも隠れもできないようなことになってしまって、それはそれで大変だと思いますけれ

ども、ぜひそういう方向で御指導をいただいたほうが私はいいような気がするんですが。 

○更田委員 どうも印象で語られていて、必ずしも正確でないことが言われているように

思うのは、電気事業者は、今、規制の要求にあっぷあっぷだという、これ、印象はそうか

もしれないですけれども、現在の基準適合性の審査の中では、各発電所における自主の活

動に関しても語ってもらっているんです。そして、その自主の活動、自主部分の活動をあ

えて規制の要求とせずに、自主のままにとどめている。ちょっと具体的に言うと、彼らが

自主で備えている設備等々に関しては、あえて設工認の対象とせずに、彼らの自主の設備

として尊重しています。 

 というのは、規制の要求を満たす上で、従前の設備があるかどうかというのは、基準適

合性の審査の中できちんと見ていますけれども、さらにその上で、各発電所は自主で設備

や機器や手順等を備えている部分があります。それについては、彼らは基準適合性会合の

中で、必要に応じて説明もして、私たちもその確認をしていますけども、それをあえて規



 

27 

制要求としないことによって、事業者の自主的活動を尊重する。これは詳しく私たちの審

査会合等を追っていただければ、わかっていただけることだと思います。 

 ですから、規制が非常に高い要求をして、それにあっぷあっぷしているという状況とい

う捉え方は必ずしも正確ではなくて、規制当局として事業者の自主活動は、それはある意

味、安全を達成するための手段の柔軟さを事業者に持ってもらうためにも、自主活動に関

しては一定の配慮をしているつもりでいます。 

 それから、JANSIというと、どうしても二言目には「日本版のINPO」といったような形

で、INPOが引き合いに出されるんですけれども、福島第一原子力発電所事故を起こしてし

まった我が国にあって、産業界の自主的な安全性向上のための機関として、それがINPOの

コピーであっていいはずはないと思っています。 

 そこで、今、置かれている状況の中で、我が国の原子力産業界が持つべき自主的な機関

というのは何かというのを考えた上での形で、今のJANSIが生まれているのであろうとい

うことを期待したいと思うのですが、やはりどうしても二言目には「INPOでは」というふ

うになりますけど、私は、NEIがあって、INPOがあって、規制当局のNRCがある米国の置か

れている状況と、日本の状況は全く違うと思っていますので、これはやはり、日本独自の

道というのも並行して考えていただきたいと思います。 

 それから、先ほど松浦代表のほうから、福島第一原子力発電所の現下の状況に、そこま

で手が回らないというようなことをおっしゃっておられたんですけども、個別の問題、汚

染水対策であるとか、その個別の問題に関して、JANSIがそこまで手が回らないというの

は、これはわかりますけれども、今の日本の原子力産業界において、安全文化を語る以上、

福島第一原子力発電所が今置かれている状況に対する東京電力の姿勢を語ること抜きに、

安全文化を語ることはできないと思うのですが、いかがでしょうか。 

○松浦代表（JANSI） これは非常に厳しい御指摘だと思います。今の東京電力が置かれ

ているといいますか、むしろ福島の状況の中で、あの施設が今ある状態からリスクをいか

に下げるかというのは、非常に大きな問題ですし、また、世界中がそのことを非常に強い

関心を持って見ておりますし、そのためにそれを実行していく上での安全文化の重要性と

いうのは、これは言うまでもないことであると思います。 

 しかし、その力不足のところを言えば、今までの安全文化という概念の中で、これは概

念を実際に各現場といいますか、各作業をする場所に及ぼしていくときに、恐らくあの福

島の状況というのが、今までの安全文化を考えて、そのための活動をやるという中の範疇
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から大分外の領域の問題がかなりたくさんあると思うんですね。そこまでなかなか考えが

至っていないというのが、これが実態としてあるのではないかと私は思います。 

 そういう点では、今の御指摘について、例えば、むしろ規制委員会自身がどういう御指

導をなさるのか、今、御指導をしておられるか、私は、それは申し訳ないですけど、存じ

ませんけれども、我々としても全体を見て、ああいう状況に対する場合の安全文化のあり

ようといいますか、目のつけようといいますか、これは改めて我々自身も考え直さないと

いけない問題だと思います。これはもう正直なところ、我々はそこまで安全文化の及ぼす

範囲を広げて、あまり今まで考える余裕がなかったというのが正直なところだと思います。 

 しかしながら、基本的には今までやっている安全文化を進めていく上で、あれをどう始

末していくかというときに、やはり安全文化上、最も重要な特性と言われるクエッショニ

ング・アティチュードといいますか、これでいいのかというのをとことん見る。それから、

実際の行動において、Rigorous and Prudent Action Approachという、非常に厳格で、か

つ、十分慎重なアプローチをする。そして、情報に関してコミュニケーションをよくする

という、そういう点での特性というのは、間違いなく福島の問題に対しても適用可能だと

思いますので。そういう点から、我々、レビューをもう一度しっかりすることができるか

どうか検討してみたいと思います。 

○大島委員 日本の電力事業者、原子力事業者の安全文化への取組は、事故があれば、信

頼が失墜したというので、その事故を起こした事業者が改善策、改革策を発表してきたと。

関西電力の場合には、あれは2004年でございましたかね、美浜3号事故というのがあって、

あのときは死傷者も出たわけですけれども、その後、関西電力は、いわゆる安全文化の劣

化を直さなきゃいかんということで、社長宣言以下のかなり詳細な措置をとって、それが

今も多分続いているんだろうと思うんですね。東京電力の場合は、3.11があって、当初は

自然災害、不可抗力的なあれだったといったような説明だったわけですが、それではとて

ももたなくなって、さっき代表から言及があったように、去年の3月に、いわば2番目の報

告、レビューを出して、やはり人災的な側面があったということを世の中にはっきりさせ

たわけですけど。 

 こういうふうに事故があれば、その社はそこから反省なり、教訓をくんで、安全文化を

立て直さなきゃいかんということになっているんですけど、それでは、ほかの電力事業者

はどうなのかと。 

 JANSIのCEOの会合でいろいろやっていますということなんですが、先ほどから出ている
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ように、見えないんですよね。ですから、やはりここは、根本的な立て直しを図らなきゃ

いけない局面にあるわけなので、厳しい、新しい規制基準を守ってもらうということも当

然ですけれども、やはりなかなか目に見えない、そういう安全文化と称されるものについ

ても、やはり出直しが電力事業者全体として必要だという認識を強く持ち、したがって、

こういう取組を今後はやっていくと、出直しをするということを世の中に対して説明をし、

場合によったら、さっき申し上げたような共通ビジョンでも、チャーターでも何でもいい

んですけども、一般的なそういうものを明らかにし、それに基づいて各社がそれぞれの個

別の事由に基づいてさらにこういう措置をとっているということを、JANSIのほうで指導

をされるなりなんなりして、それで、こういう意見交換の場でもいいですし、規制委員会

の場でもいいわけですけれども、JANSIがレビューをしておられるわけですから、そのレ

ビューの結果をある程度、定期的に報告してもらうと。 

 加えて、必要があれば、各社のCEOが直接来ていただいて、我が社はこういうふうな取

組をしているということを、この場でということは、国民に対して説明をすると。それぐ

らいのことをやっても、決しておかしくはないといいますか、当然じゃないかなと思うん

ですよね、その程度のことは。 

 その上にさらに公表できないようないろいろなことはJANSIの中で相談する。これはこ

れでまたよくわかるんですけども、少なくともその取組が従来とは違ったと、こういうふ

うに変わってきたんだということを、やはり説得力ある形で説明していただくということ

が必要だろうと思うんです。と同時に、さっきの私の繰り返しですけれども、規制サイド

においても、やはり安全文化の取組については、もうちょっときちっと立場なり、考えを

明らかにしなければいけない。この両方の努力がうまくマッチして、少し我が国も前に進

めると、こういうことじゃないかと思います。 

○松浦代表（JANSI） 今、御指摘ありましたように、我々も既にそれの重要性は認識し

ておりまして、今日、お話ししました中で、12ページとか13ページとかいうところには、

福島事故に対しての問題から、安全文化上どういうふうに考えたらいいかということを示

しまして、これは各事業者全部に伝えているところでありますけれども、それに対してど

う対応したかというところのフォローアップは、まだこれからいろいろレビューの中でや

っていくので、そこまで今は至っておりませんけれども。そういう点で、我々のレビュー

より先に事業者が自主的に社会に対して示されれば、それは、おっしゃるように、よく見

える化というのに至るのではないかというふうに思います。 
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 しかし、同時に、ひょっとしますと、今日たまたま我々がお招きいただいて、ここで意

見交換をさせていただいておりますけれども、事業者のトップも恐らく、それぞれの会社

であれ、あるいは幾つかの会社であれ、規制委員会との間で単なる個々の、要するに規制

問題そのものではなくて、もう少し基本的な問題でこのような意見交換をするという場を

おつくりいただければ、積極的に参加すると私は思います。それはぜひやっていただいた

らいいのではないかと思います。 

○田中委員長 今、御指摘ありましたように、機会を見ながら、今日はJANSIが最初にな

りましたけれども、これからタイミングを見ながら、CEO、各社のトップとも話を重ねて

いきたいというふうに思います。というのは、やはり安全の基本は、IAEAにもありますけ

れども、トップマネジメント、リーダーシップというのが一番最もキーになるところです

ので、その辺りについては、やっぱり確認はしていく必要があるなというのは、私自身も

ちょっと思っています。 

 それはそれとして、一つ、ぜひこれはあれなんですけれども、1Fの事故の反省、ここで

は12ページに「原子力技術が特別かつ独特なものであることを常に意識し」と書いてある

んですが、このことについて、1F事故の教訓の大きなところとして、やっぱり科学技術に

対する傲慢さが多分どこかにあったのだという気が私自身はしているんですね。 

 そのことが本当にこれからも、そのことを本当に厳しく反省してやっているのかという

ところは、実は、私も適合性審査とかをYouTubeでのぞいているんだけれども、必ずしも

まだ見えていないというところがあります。これは何が悪いんだろうかと。適合性審査に

はトップは出てきません。セカンドトップかサードトップぐらいの方が出てこられるみた

いですけども。だから、そういうことも含めまして、そこがやっぱり大いに反省すべきと

ころかなというのが、多分、1Fの最大の反省点だろうと思うんです。 

 聞こえてくるのは、もっと違ったいろいろな、もう一々言うのも腹立たしいようなこと

もいっぱいありますので、申し上げませんけれども、そういうところに個々にいろいろな

形で出てきて、私どもには伝わってきているので、まだ足りないと、正直に今日は申し上

げておきたいとは思うんですが、これを松浦さんに言うのがいいかどうかはちょっとわか

りません。 

○松浦代表（JANSI） 実は今の御指摘の点は、3.11の事故が起こりまして、すぐ後に、

あの年、1年かけてIAEAのINSAGが議論しているんですね、福島事故をどう見るかというの

を。その議論の結果を、次の年の4月ごろでしたか、委員長のメザーブさんがまとめて、
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そして、IAEAの事務総長に提出しておりますが、その中で、私が非常に印象的で、かつそ

のまま、今もその問題がずっと続いているし、今後も続くと思いますのは、非常に発生が

まれであるけれども、発生したとするとすごい大きな影響を及ぼすような事故については、

改めて今後、研究する必要があるというそういう指摘をしているんですけども、これは同

じ指摘がその後に出たアメリカのASMEの報告書に出ておりますし、あるいはINPOの報告書

にも出ているので、これは世界共通の認識だと思います。 

 私自身もその点はかなり重要だというふうに思っていまして、御覧になったかもしれま

せんが、原子力学会の3月号に福島事故をどう見るかという特集号が出ておりまして、何

人かの方がいろいろ文を寄せておりますが、私もその中に、その点について、今後それを

より、まさに根本的に考えないといけないのではないかと。 

 どういう意味かといいますと、福島事故は、確かに考えが十分でなかったという、そう

いう指摘もありますけれども、しかし、少しクールに考えてみますと、福島のあの場所で

ああいう地震が起こって、津波が起こるということをそれまでの科学技術的な知識のもと

で合理的に説明可能な主張ができたかというふうに考えますと、これは非常に難しい問題

なのではないかと思うんですね。 

 当時の日本土木学会のいろいろなデータベースに基づいて、これはもちろん何年過去に

遡ったかというのまでは、私ちょっと知りませんけれども、それによるとはるかに低い、

例えば、一番最初は津波は2.7mとか、大きくしても5.何mとか、そういう評価しかなかっ

た。そういう評価しかないときに、1,000年前の貞観地震のときには、貞観地震の起こっ

た辺りではすさまじい津波が来たよという、そういうシミュレーションの答えが一つ出さ

れた。 

 そのときに事業を指導する経営者として、それをぱっと捉えて、それに対する対応がで

きるというためには、単なる事業者のトップの判断だけではとても、今の世の中というの

はいかない世の中ではないか。これは、やはりそういう場合に、それでも安全のためには

こうするということを事業者が考えることができるようにするためには、そういう社会的

に理念といいますか、あるいは社会的な方法といいますか、そういうものをつくらない限

りできないのではないかと。そのことを、どうすればそうできるかというのを本気になっ

て考えない限り、幾らすぐれている経営者といえども、経営者の一人、あるいは一握りの

経営者にその判断を委ねるというのは、あまりにもリスクが多いことではないかと私は思

います。 
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 だから、そういう点については、我々はこれからは規制側であれ、被規制側であれ、そ

ういうこととは別に、今後この文明社会がどんどん進んでいきますと、原子力の利用と類

似のような、めったに起こらないけれども、起こるとすさまじい影響を社会に与える可能

性があるという、そういうものがないとは言えないと思いますので、そういうものに対し

てどう考えたらいいかということの一種の考え方といいますか、対応をする方法論という

のを本気になってつくり上げていくという、そういう道筋を我々はチャレンジしないとい

けないんじゃないかというふうに思います。 

○更田委員 今まさに松浦代表がおっしゃった、低頻度高影響事象に関連してですが、説

明資料の27ページに「PRA活用の体制整備のためのJANSIの活動」というのを紹介されてい

て、この27ページですが、JANSIの枠の中に書かれていることは、これは5年のうちにこう

いったところを目指していくということだろうと思うんですが、今、低頻度高影響事象、

非常にまれではあるけれども、極めて甚大な影響を及ぼすものに関して備えていくために

は、こういった既存のPRAに関する状況を整備していくことよりも、さらにそういった低

頻度の、例えば自然現象であるとか、そういった低頻度事象のハザードをどれだけ正確に

捉えることができるかというのが、PRAと関連すれば最も重要だと思うのですが、その視

点がここには記されていないように思うんです。 

 もちろん、これはいわゆる原子力産業とか、原子力工学の分野ではなくて、個々の自然

現象であるとか、そういった専門家の力を集結しないと、なかなかそのハザードの特定と

いうのは難しい話ですけども、PRAにおいて大きな課題というのは、まず、とにかくハザ

ードが特定できていないというところに大きなポイントがあると思いますので、その辺り

をどう考えておられるのか。 

 関連して、このページでいいますと、JANSIの組織としての目的の中で、PRAをどう位置

づけておられるのか。そして、ここに「原子力学会／学協会（規格、ガイドライン）」と

いうところに「協力・支援」と書かれていて、これはちょっとJANTIの時代の名残のよう

にも受け取られるんですが、こういった学協会規格への協力というのをどう捉えているの

か。 

 そして最後ですけど、これ、PRAに関して深くコミットされるということで、将来的に

は、産業界としての言及として、安全目標に言及されるお考えはおありになるかというの

が四つ目の質問です。 

○松浦代表（JANSI） 一番最後の、安全目標を設定するのをJANSIのミッションに入れる
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かどうかということになりますと、これは、今のところはそういう認識ははっきりとはあ

りません。むしろ、そういうところをセットするよりは、どこまでも、これ以上安全性を

高めようとすれば、どうすればいいかということに重点を置いて、その究極がどこかとい

うことを設定せずに、それを進めていくというのが、むしろ今のJANSIのアプローチなん

です。 

 いざその安全目標を設定するというのは、これは、私は規制委員会のお仕事だろうと思

うんですね。事実、今、規制委員会では、放出放射能が100TBqですか、あれを安全目標と

して設定しておられますけれども、そういう数字をJANSIとして、JANSIの活動の中から、

より厳しい目標をセットしたほうがいいという、そういう言い方は、多分、将来とも

JANSIのイメージの中には、ビジョンの中にはないと思います。これは、どこまでも規制

のお立場でセットされるものではないかと思います。 

 ただ、ここのところで非常に難しい問題は、こういうPRAというようなものをいろいろ

活動に使おうとしたときに、このことが社会に理解されるかどうかというのが非常に大き

な問題だと思います。この社会がこういう理解を持つようになるということが望ましいこ

とだと、私は、そうかたく信じていますけれども、しかしながら、社会一般がPRAについ

て、適切で正しい認識を持つというのは、相当なリテラシーの向上が必要だと思います。

これをやろうと思いますと、まさに、ある種の教育システム自身を、こういう近代文明社

会においてどう物を考えていくかという、そういう教育の中に持ち込まない限り、できな

いだろうと思うので、これはちょっといつの世の中になるか、私はやや遠い将来もいいと

ころだなと思わざるを得ないですが。 

○田中委員長 先ほどのにちょっと戻りますけど、トップだけでは安全は確保できないと

いうのは、そのとおりだとは思うんです。それに対して、結局、これから考えなきゃいけ

ないことというのは、そんな重大事故は頻度がたくさんあるわけはない、あってはいけな

いし、低頻度の事象について、どういうふうにそれを要求していくのか。それをどう受け

止めていただくのかというところは、これは我々ももちろんそのことを最大限追求します

けれども、やっぱりJANSI辺りも中心になって、そういうことを研究していただいて、そ

この辺の判断に影響力を持っていただければ、両方からやらないと、これはなかなかうま

くいかないんじゃないかという気がするんですが、いかがでしょうか。 

○松浦代表（JANSI） ここはちょっと私個人の気持ちと全く違うんですが、JANSIは研究

機関ではないんです。研究機関というのは、明らかに今、世の中にない知識を生み出す、
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あるいは今、世の中にないものをつくり出す、それが研究開発機関の仕事だと思うんです

が、JANSIは勉強はしますけれども、研究までやるかというと、これはなかなかJANSIの仕

事の範囲に入れるのは難しいかなというところがありまして。 

 例えばその一つの証拠は、PRAに関しましても、PRAの手法の開発というのは、JANSIは

やらないというか、やれないと思います。これはもう研究開発機関に任せるしかしようが

ない。しかし、そこで適切なものができたときに、それを普及させるためにJANSIが最大

限努力する。これはあり得ることなんですね。だから、そこのところがやはりJANSIとし

ての活動のあり方というか、活動の範囲というのがあるのをちゃんと認めざるを得ないな

と私は思っております。 

 しかし、そういう研究が必要なことは当然でありますので、それに対する研究は、しか

るべく研究機関がやる、あるいは大学でやる。そういうことが必要じゃないかと思います。

どういう仕組みで社会がそれに応ずるかというのは、これからの非常に重要な問題だと思

いますけれども。 

○田中委員長 私の希望みたいなところもありますけれども、やっぱり規制当局が求めて

いることの意味を、事業者だけできちっと理解していただければいいけども、事業者によ

ってもいろいろな理解や捉え方がありますので、その辺について、ぜひ検討していただい

て、勉強していただいてと言ったら変ですけども。そのことが、逆に我々のいい規制をや

る上での力にもなりますので、ぜひそういったことのやりとりみたいなことは、今後も続

けていければということを、私の、これはお願いしたいというところです。 

○松浦代表（JANSI） 我々もその点は、ぜひ我々の言ったことを今まで以上に事業者が

真剣に、深刻に捉えてくれるようになるように、我々自身を鍛えて努力していかないとい

けないと思います。これはなかなか易しい仕事ではないので、大変なんですけど。 

○更田委員 一つ、発電所総合評価について資料の中で触れておられましたけど、この発

電所総合評価、その細部はともかくとして、最終的な評価の結果を公表していくという考

え方はお持ちですか。 

○成瀬理事（JANSI） 発電所総合評価は、これはINPO、INPOというといけないんですけ

ど、INPOがやっておりまして、そのときINPOの彼らとも話をしていますけれども、これは

絶対に公表してはいけないと。そういうものではないと。その中で、自分たちで切磋琢磨

してやっていくための、そういうマインドをつくり上げる、そういうためのものであると

いうふうに考えているということでございまして、我々もこの総合評価の結果というのを
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公表したりするつもりは、今はございません。 

○更田委員 そうだとすると、JANSIが公表していくものというのは一体何になるのでし

ょうか。これをやっています、あれをやっています、どれをやっていますけども、結果に

関して。要するに、ステルス組織ですよね。ですから、活動は紹介をされるけれども、そ

の内容は外部からうかがい知ることはできなくて、あくまで産業界内の活動であると、そ

ういう理解でよろしいですね。 

○松浦代表（JANSI） そこのところは、ぜひこれから事業者を督励しようと思うんです

が、JANSIの活動によって、自分たちがこうやった、こうできた、こうなったという辺り

を積極的に事業者が自分で公表するようにしてもらいたいと思います。それでなければ、

JANSIの果たす役割と、それから、その意味がだんだんと溶けていってしまうと、逆に、

事業者は大変な損害を受けることになると私は思いますので、ここはぜひともそういう、

我々が公表するのではなく、事業者自身が自分のこととして公表してくれるようにしてい

きたいと思います。 

○大島委員 一つだけ。INPOの場合には、INPOの評価、結果が保険会社に通報されて、影

響があるというふうに理解していますけれども、日本の場合、JANSIの場合に、そういう

メカニズム、少し経済的なインセンティブと結びつくような評価、将来的にですね、とい

うことも視野に置かれているのか、いや、あれは日本ではワークしないということなのか、

その辺、どういう状況になっているのか、ちょっと教えてください。 

○松浦代表（JANSI） 御指摘の点は、私も聞いたことがあります。具体的にどのぐらい

の財政的な価値があるか、そこはよくわかりませんが、しかし、ある人によると、その財

政的な影響はかなり大きいという、そういう指摘もありますが、一方、アメリカのINPOや、

あるいはCEOに聞いてみますと、そのこと自身はそれほど大きな問題ではないと。むしろ、

ピアプレッシャーとして、これは日本語で言うと、要するにメンツが潰されたという、そ

の影響のほうが大きいと思うという答えのほうが多いですね。これは、実はINPOが評価し

ますと、あれ、アメリカは五十幾つ会社がありますので、それがずっと確かにランキング

が出るわけですけど、その最も高い2社か3社ぐらいは、INPOの扉を入った入り口にちゃん

とパネルが出されるわけですね。これはやっぱり大変な、ある意味でそれを得るというこ

とは、CEOにとって名誉なことになるわけで、そういうプレッシャーが相当にきくという

ことのほうが実際的なように思うという、そういう感想を聞いたこともありますので。 

 日本の場合はどちらかというと、五十幾つもありませんので、10社ぐらいしかないわけ
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ですから、むしろそういうピアプレッシャーでCEOの人たちが必死になって自分たちの安

全性を向上させるように頑張るという、そっちのほうを狙うほうがはるかに効果的かなと

私は思っております。保険金額がどのぐらいというのは、それは私、よく知りませんので、

そっちのほうは何とも申し上げられませんけれども。 

○成瀬理事（JANSI） 一つよろしいですか。今の話で、今、代表がおっしゃられたとお

りなんですけども、我々も今の総合評価の視野の中には、やはりインセンティブというの

は必要だろうということで、まさに今もやっている最中ですけども、保険プールさんと打

ち合わせをしております。できれば、財産保険なんかにある程度のインセンティブをかけ

られればいいなということなんですけれども。 

 また一方、INPOの人たちと――INPO、INPOと言うといかんのかもしれませんが、お話を

すると、やはり額の問題じゃないと、これは名誉だということで、その金額というものは

どうも、なにも高ければいいということではないようでございます。ですから、その辺り

は、今後もう少し調べて、どのぐらいが適正かなということをしながらやっていきたいと

思いますが、視野には入れております。 

○松浦代表（JANSI） 今のことで、ぜひ私がCEOの方に同感を抱いていただければと思う

のは、やっぱり安全文化を高めていくというのは、私はしょせん名誉の問題ではないかと

思うんです。そういう安全が重要だという心の持ちようというのが安全を高めるうえで働

くというと、それは人間に対する大変なプラス効果を持つわけですから、やっぱりそれが

名誉と感じられるようになって、それこそCEOが力を出せるというふうになることが一番

望ましいのではないかと思っております。 

○田中委員長 そろそろ時間なので、特に発言…… 

 はい。更田さん。 

○更田委員 先ほど、自ら安全目標をセットされることはないとおっしゃった。その安全

目標をセットするというところまで、なかなか行かないとは思うんですけども、ただし、

PRAの活用を掲げておられて、さらに、より高みを目指すので、できるだけ高みを目指す

ので、安全目標をセットしないという考え方は、裏返すと、安全神話の創出につながりか

ねないと私は思います。そういうおっしゃり方は、姿勢としてはわかるんですけども、一

方で、今、申し上げたような危険もはらんでいると思いますので。 

 安全目標に対する言及という申し上げ方をしましたけれども、なかなか捉え切れていな

いハザードがあるので、定量的な安全目標について言及することは難しいとは思いますけ
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れども、安全目標は必ずしも定量的なものだけではなくて、定性的な安全目標、もうこれ

は釈迦に説法ですけども、ですから、これはやはりJANSIとして、安全目標について語る、

言及する、考えを続けるということは、これは重要なことだと私は思います。 

○松浦代表（JANSI） 御指摘をちゃんと捉えておきたいと思います。安全目標という数

字もさることながら、どういう方向に何かをしないと安全が高まらないかということを常

に見ながら、やっていくという点では、安全目標と同様に目をちゃんと開いていないとい

けないので、ぜひそういうふうに使っていきたいと思います。 

○田中委員長 議論はなかなか尽きないんですが、今日の議論、答えを求めて議論をする

ということではなかったんですが、非常に私自身は有意義な議論ができたのではないかと

思っています。 

 それで、やはり今日のこの資料1のプレゼンテーションをお聞きしても、目指すところ

は、我々NRAもJANSIも同じだと思うんですね。ですから、これをそれぞれの立場でどうい

うふうに達成していくかということが、今、問われているし、この福島第一原子力発電所

の事故というのは、ある意味では、原子力という時代の一つの大きな、たとえがいいかど

うかわかりませんけど、明治維新みたいなもので、古い文化から新しい文化をつくってい

くときだと、私はそんなふうに思って、今、私自身は取り組んでいるので、もしそういう

点も御協力をしていただければと思います。 

 それで、我々そういうことで、少し独立性とか中立性、科学的な判断ということをこと

さらに強く言っているんですが、そうすると独善だとか、いろいろ言われるんですけれど

も、結局、今、時代はそのことを求めているんだというふうに私自身は思っていまして、

決して完全なものではないし、試行錯誤しながら、いろいろこれから規制も進歩していか

なきゃいけないと思いますけれども、そういう意味で、JANSIとはいい形でこういった率

直な意見交換を今後も続けさせていただきたいと思います。 

 結局、先ほど代表から言われたように、この安全文化というのは、言葉でちょっと言う

のは簡単なんだけども、実態は心の問題であるし、ある意味では、もう少しブレークダウ

ンすると、いろいろな具体的な問題にもなってくるわけですね。そういったことをどうい

うふうに定着させていくかというのは、これから日本の原子力が問われているんだと思い

ますし、ぜひそういうことで、我々も努力をしますけども、JANSIのほうの動きというの

を私どもとしても非常に注視をしているし、ぜひJANSIが本当に日本の顔になっていただ

くように努力していただければということを期待して、本日は、長時間にわたっていろい
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ろ遅くまで御議論いただきましたことを心から感謝申し上げます。どうもありがとうござ

いました。 

 代表のほうから、もし何かありましたら。 

○松浦代表（JANSI） 今、最後にひどく過分なお言葉をいただきまして、誠に恐縮です。

我々も今日のこの意見交換会というのは、非常に有意義なものと思っておりますし、幾つ

かいただきました御指摘、御発言につきましては、今後の我々の仕事を進めていく上に非

常に重要な点があったと思いますので、ぜひそれは我々のほうで十分に捉えて、対応して

いきたいと思います。 

 また、委員長言われましたように、新しい時代に入りつつあるのではないかというのは、

私もかねがねそう思っておりまして、原子力が一つの代表でありますけれども、文明が進

むごとに、ある種のこういう節目のようなものが起こるんだろうと思います。我々は今、

それにチャレンジしなければならないというところにあるわけですので、そのために

JANSIが少しでも前へ進める方向で役に立てばと思います。ぜひそのようにいたしたいと

思います。 

 今後ともこういう意見交換会を時々やるということ、また、INPOとNRCのようなMOUの、

あるいはほかの形でもいいですけど、そういうのを結ばせていただいて、今後とも意見交

換のやりやすさを高めていくことができれば、何よりだと思います。どうもありがとうご

ざいました。 

○田中委員長 それでは、本日の会合をこれで終わりにします。どうもありがとうござい

ました。 

以上 


